
○那珂市特定教育・保育施設及び特定子ども・子育て支援施設等における実

費徴収に係る補足給付事業補助金交付要綱 

令和元年１２月２７日 

告示第７３号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号。以下「法」

という。）第２０条第４項に規定する教育・保育給付認定保護者（以下「教育・

保育給付認定保護者」という。）及び第３０条の５第３項に規定する施設等利用

給付認定保護者（以下「施設等利用給付認定保護者」という。）のうち、低所得

で生計が困難である者の子どもが、特定教育・保育等又は特定子ども・子育て支

援を受けた場合において、当該保護者が支払うべき実費徴収に係る費用を軽減す

るため、予算の範囲内において、実費徴収に係る補足給付事業補助金（以下「補

助金」という。）を交付することについて、那珂市補助金等交付規則（平成１３

年那珂町規則第１９号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（補助対象者） 

第２条 第４条第１号に規定する補助金の交付の対象となる者は、法第２７条第１

項に規定する特定教育・保育、法第２８条第１項第２号に規定する特別利用保育、

同項第３号に規定する特別利用教育、法第２９条第１項に規定する特定地域型保

育又は法第３０条第１項第４号に規定する特例保育の提供を受けている市内に住

所を有する教育・保育給付認定保護者であって、次に掲げる者とする。 

（１） 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による被保護世帯（単給世帯

を含む。）に属する者 

（２） 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等

及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）による支

援給付受給世帯に属する者 

（３） 前２号に掲げるもののほか、収入その他状況を勘案し、これらに準じる

者として市長が認めるもの 

第３条 次条第２号に規定する補助金の交付の対象となる者は、法第３０条の１１

第１項に規定する特定子ども・子育て支援（特定子ども・子育て支援施設等であ

る認定こども園又は幼稚園が満３歳以上の施設等利用給付認定子どもに対して提

供するものに限り、法第７条第１０項第５号の事業に該当するものを除く。以下

同じ。）を受けている市内に住所を有する施設等利用給付認定子ども（満３歳以

上の者に限る。以下同じ。）に係る施設等利用給付認定保護者のうち、次に掲げ

るものとする。 

（１） 施設等利用給付認定保護者及び当該施設等利用給付認定保護者と同一の

世帯に属する者に係る市町村民税所得割合算額（子ども・子育て支援法施行令

（平成２６年政令第２１３号。以下「令」という。）第４条第２項第２号に規

定する市町村民税所得割合算額をいう。）が７７，１００円以下である者 

（２） 令第１３条第２項に規定する負担額算定基準子ども又は小学校第３学年

修了前子ども（小学校、義務教育学校の前期課程又は特別支援学校の小学部の



第１学年から第３学年までに在籍する子どもをいう。）が同一の世帯に３人以

上いる場合の負担額算定基準子ども又は小学校第３学年修了前子ども（そのう

ち最年長者及び２番目の年長者である者を除く。）である者 

（３） 令第１５条の３第２項に規定する市町村民税を課されない者に準じる者 

２ 前項第１号及び第３号に掲げる場合において、４月から８月までは前年度分の

市町村民税により、９月から３月までは当該年度分の市町村民税により判定する

ものとする。 

（補助対象費用及び補助限度額） 

第４条 補助金の交付の対象となる実費徴収額の種類及び限度額は、次に掲げると

おりとする。 

（１） 日用品、文房具等の食材料費以外の実費徴収費（那珂市特定教育・保育

施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例（令和元年那珂

市条例第２６号。以下「条例」という。）第１３条第４項第１号、第２号、第

４号及び第５号並びに第４３条第４項各号に掲げる費用に限る。） 子ども１

人当たり月額２，７００円 

（２） 副食材料費（特定子ども・子育て支援の提供を受ける施設等利用給付認

定子どもに係る副食材料費に限る。） 子ども１人当たり月額４，９００円 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、前条に規定された種類ごとの補助限度額又は補助対象費用

の実支出額のうち、いずれか少ない額とする。 

（申請手続き） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、那珂市

実費徴収に係る補足給付事業補助金交付認定申請書（様式第１号）を市長に提出

しなければならない。 

（補助金交付対象の認定） 

第７条 市長は、前条に規定する申請があったときは、当該申請に係る書類等の審

査を行い、補助金の交付を認定したときは、那珂市実費徴収に係る補足給付事業

補助金交付認定通知書（様式第２号）（以下「認定通知書」という。）により申

請者に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の審査の結果、補助金を交付することが不適当であると認めたと

きは、理由を付して、那珂市実費徴収に係る補足給付事業補助金交付不認定通知

書（様式第３号）により申請者に通知するものとする。 

（申請の取下げ） 

第８条 申請者は、認定通知書を受領した場合において、当該通知の内容又はこれ

に付された条件に不服があり申請を取り下げようとするときは、認定通知書を受

けた日の翌日から起算して１０日以内に那珂市実費徴収に係る補足給付事業補助

金交付認定申請取下書（様式第４号）により、申請の取下げを行うことができる。 

（認定の取消し） 

第９条 市長は、第７条第１項に規定する補助金の交付を認定した対象者（以下「認

定対象者」という。）が次の各号のいずれかに該当するときは、認定を取り消す



ことができる。 

（１） 第２条又は第３条に規定する要件を欠いたとき。 

（２） 施設等を退園したとき。ただし、施設等を退園した翌日に同一施設等に

入園する場合は除く。 

（３） 虚偽その他不正な手段により認定又は交付を受けたとき。 

２ 市長は、前項の規定により認定を取り消すときは、那珂市実費徴収に係る補足

給付事業補助金交付認定取消通知書（様式第５号）により、認定対象者に通知す

るものとする。 

（異動の報告） 

第１０条 認定対象者は、次の各号のいずれかに該当するときは、那珂市実費徴収

に係る補足給付事業補助金異動報告書（様式第６号）により市長に報告するもの

とする。 

（１） 世帯状況の変更があったとき。 

（２） 住所の変更があったとき。 

（３） その他補助金の交付に際して報告を必要としたとき。 

（補助金の交付方法） 

第１１条 補助金の交付は、次条又は第１９条のいずれかの方法によるものとし、

市長は特定教育・保育施設等又は特定子ども・子育て支援提供者（以下「実施施

設等」という。）と調整の上、交付方法を定める。 

（施設による代理請求・代理受領） 

第１２条 市長は、実施施設等に対して、あらかじめ第２条又は第３条に定める対

象者から同意を得た上で通知し、日用品、文房具等の購入に要する費用又は副食

材料費に要する費用について補助すべき額の限度において、対象者に代わり実施

施設等に支払うことができる。また、この場合による支払いがあったときは、対

象者に対し日用品、文房具等の購入に要する費用又は副食材料費に要する費用の

補助があったものとみなす。 

２ 前項の場合において、市長は、認定対象者について、那珂市実費徴収に係る補

足給付事業補助金交付認定者名簿兼代理受領等委任確認通知書（様式第７号）に

より、実施施設等に対して、認定対象者の名簿と認定対象者が当該補助金の請求

及び受領に関する権限を実施施設等に委任したことを確認した旨を通知する。 

（施設による補助金の交付申請） 

第１３条 補助金の交付を受けようとする実施施設等は、那珂市実費徴収に係る補

足給付事業補助金交付申請書（施設用）（様式第８号）に次に掲げる書類を添え

て、市長に提出しなければならない。 

（１） 実費徴収費内訳予定表（様式第９号） 

（２） その他市長が必要と認める書類 

（補助金の交付決定） 

第１４条 市長は、前条に規定する申請があったときは、内容を審査し、適当と認

めるものについて補助金を決定するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付を決定したときは、那珂市実費徴収に



係る補足給付事業補助金交付決定通知書（様式第１０号）により実施施設等に通

知するものとする。 

（補助金の内容変更の手続き） 

第１５条 前条の規定による補助金の交付決定後、第１３条の規定による申請に係

る実費徴収額の金額に変更があったときは、実施施設等は、那珂市実費徴収に係

る補足給付事業補助金変更交付申請書（様式第１１号。以下「変更申請書」とい

う。）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

（１） 実費徴収費変更内訳表（様式第１２号） 

（２） その他市長が必要と認める書類 

２ 市長は、前項に規定する変更申請書の提出を受けたときは、その内容を審査し、

変更交付決定を行い、那珂市実費徴収に係る補足給付事業補助金変更交付決定通

知書（様式第１３号）により通知するものとする。 

（実績報告） 

第１６条 第１３条の規定による補助金の交付申請について交付決定を受けた実施

施設等は、事業の完了後、速やかに、那珂市実費徴収に係る補足給付事業補助金

実績報告書（様式第１４号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければ

ならない。 

（１） 実費徴収費内訳表（様式第１５号） 

（２） その他市長が必要と認める書類 

（補助金の交付） 

第１７条 市長は、前条の規定による実績報告を受けたときは、その内容を審査し、

適当と認めるときは、交付額を確定し、那珂市実費徴収に係る補足給付事業補助

金確定通知書（様式第１６号）により実施施設等に通知するものとする。 

（施設による補助金の請求） 

第１８条 前条の規定により補助金の交付の決定を受けた者は、那珂市実費徴収に

係る補足給付事業補助金交付請求書（様式第１７号）を市長に提出しなければな

らない。 

（認定対象者による補助金の交付申請） 

第１９条 補助金の交付方法について、第１２条の規定によらない場合は、市長は

認定対象者から交付申請を受け、その内容を審査の上、補助金を認定対象者に交

付するものとする。 

２ 前項の場合において、認定対象者は、那珂市実費徴収に係る補足給付事業補助

金交付申請書（保護者用）（様式第１８号）に必要書類を添付して市長に提出し

なければならない。 

（補助金の交付決定） 

第２０条 市長は、前条に規定する申請があったときは、内容を審査し、補助金の

交付の可否を決定するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付又は不交付を決定したときは、那珂市

実費徴収に係る補足給付事業補助金交付（不交付）決定通知書（様式第１９号）

により認定対象者に通知するものとする。 



（認定対象者による補助金の請求） 

第２１条 前条の規定により補助金の交付の決定を受けた者は、那珂市実費徴収に

係る補足給付事業補助金交付請求書を市長に提出しなければならない。 

（補助金の交付決定の取消し等） 

第２２条 市長は、第１４条又は第２０条の規定により補助金の交付の決定を受け

た者が偽りその他不正の手段により補助金の交付の決定を受けたときは、補助金

の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

２ 第１４条又は第２０条の規定により補助金の交付の決定を受けた者は、前項の

規定により補助金の交付の決定を取り消された場合において、当該取消しに係る

部分について既に補助金の交付を受けているときは、市長が指定する期日までに

当該補助金を返還しなければならない。 

（補則） 

第２３条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、令和元年１０月１日から施行する。 

附 則（令和３年告示第６７号） 

（施行期日） 

１ この告示は、令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の際現にあるこの告示による改正前の様式（次項において「旧

様式」という。）により使用されている書類は、この告示による改正後の様式に

よるものとみなす。 

３ この告示の施行の際現にある旧様式による用紙については、合理的に必要と認

められる範囲内で、当分の間、これを取り繕って使用することができる。 

附 則（令和７年告示第１０４号） 

この要綱は、公布の日から施行する。 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



様式第１号（第６条関係） 

様式第２号（第７条関係） 

様式第３号（第７条関係） 

様式第４号（第８条関係） 

様式第５号（第９条関係） 

様式第６号（第１０条関係） 

様式第７号（第１２条関係） 

様式第８号（第１３条関係） 

様式第９号（第１３条関係） 

様式第１０号（第１４条関係） 

様式第１１号（第１５条関係） 

様式第１２号（第１５条関係） 

様式第１３号（第１５条関係） 

様式第１４号（第１６条関係） 

様式第１５号（第１６条関係） 

様式第１６号（第１７条関係） 

様式第１７号（第１８条、第２１条関係） 

様式第１８号（第１９条関係） 

様式第１９号（第２０条関係） 

 


